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１ はじめに 

本書は、令和元年５月１日から令和３年３月３１日に実施した原子力規制庁及び東京都

市大学による共同研究（「低濃度放射能測定の信頼性確保に関する研究」）の成果報告書で

ある。なお、本報告書の内容の一部は令和３年６月に発行された原子力規制庁の安全研究成

果報告「放射性廃棄物等の放射能濃度評価技術に関する研究」RREP-2021-30011に記載され

ている。 

 

２ 研究目的 

低濃度放射能測定では、自己遮蔽の大きな金属の廃棄物又は部位によって自己遮蔽の影

響の異なる金属及び有機物（プラスチック、ビニール等）から構成される電気盤などが測定

対象物として想定される。その汚染分布や密度分布が不明である場合には、最も自己遮蔽が

大きな箇所に汚染が集中するというような保守性を持たせて放射能濃度の測定値（評価結

果の上限値）を求めることになる。これらの放射能濃度の測定は、環境バックグラウンドに

近いレベルでの放射線測定となるため、過度に保守性を持たせると放射線検出器の応答が

統計的に有意とみなせない程度の指示のときでも放射能濃度の測定値が規制上の基準値を

超えた値となり得ることから、測定対象物の特性を考慮に入れた補正等の複雑な処理を含

む測定手段が取られることになる。 

本研究では、こうした測定手段を通じて得られる放射能濃度の測定値が、十分な信頼性を

確保されていることを確認するための解析手法の考案と知見の蓄積を目的とした。 

 

３ 研究内容 

測定に係る様々な要因の不確かさを抽出し放射能濃度の評価結果の不確かさへ反映する

ことについて、既往知見を基にケーススタディを実施し、放射能濃度の測定値に十分な信頼

性が確保されることを確認するための手法を検証し、適用条件の評価を行うとともに課題

を抽出した。 

上記と併せて、測定対象物の組成や、密度、放射能汚染等の分布といった放射能濃度の測

定に影響する情報を抽出することについて、既往知見を基にケーススタディを実施し適用

条件の評価を行うとともに課題を抽出した。 

 

４ 実施体制 

 研究の実施に当たって、原子力規制庁と東京都市大学は共同研究協定を締結した。実施体

制として、原子力規制庁は測定法及びデータ処理法の妥当性を確認するための手法の検証

を、東京都市大学は測定体系の構築及びデータ処理技術の開発を担当した。 
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５ 実施内容及び結果 

本研究では、低放射能濃度測定において採用されることが見込まれる複雑なデータ処理

も含め、放射能濃度の評価結果の不確かさを導出する手法を検討した。また、測定対象物の

放射能濃度の測定に影響する情報を抽出する手法についても検討した。前者の実施内容及

び結果を５.１ に、後者の実施内容及び結果を５.２ に示す。 

 

５.１  低濃度放射能濃度測定における測定の不確かさの導出に関する検討 

測定の不確かさに係る最新の国際規格等の基準文書を参考に、低濃度放射能測定に係る

評価体系を設定しその条件下における測定の不確かさの導出とその適用に係るデータ処理

の流れを明確化し、適用条件の評価を行った。 

また、テルル化カドミウム亜鉛検出器（以下「CZT検出器」という。）に対して波形処理

技術を適用することで検出限界が改善することを示した。これにより、放射能濃度の測定値

の信頼性を確保する方法として、放射線測定のデータ処理法が適用可能であることを実験

により示した。 

 

５．１．１ 放射線測定の不確かさの導出と適用 

本内容については７章に掲げる成果発表リスト１．に示す論文として公表されている。以

下にその概要を示す。 

測定を通じて得られた評価値には、測定の不確かさが伴う。不確かさが評価値と比較して

十分に小さな値であればその影響は無視し得るが、低濃度放射能測定のように、不確かさが

評価値の数十%程度となるような場合には無視できない。クリアランス対象物のような低い

放射能を測定する際には、対象物に由来する放射線障害に係るリスクが小さいので不確か

さの影響を考慮して基準値への適合性の判断を行うと、過度な保守性をもたせることにな

るという意見2もあるが、計量及び計測の分野での標準的な考え方とは必ずしも一致しない。

そこで、測定結果が基準値を下回ることの確認において、不確かさをどのように扱うかにつ

いての既往文献及び海外事例を調査し、クリアランスの確認への適用について取りまとめ

た。 

以前は、測定結果の品質を表す指標は国際的に一意的に定められておらず、「誤差」、「精

度」などの様々な用語が異なった意味で使用されていた。それらを国際的に統一するために、

国際標準化機構（ISO）、国際電気標準会議（IEC）、国際臨床化学連合（IFCC）、国際試

験所認定協力機構（ILAC）、国際純正・応用化学連合（IUPAC）及び国際度量衡局（BIPM）

によって構成される計量計測関連ガイドに関する合同委員会（以下「JCGM」という。）に

より、「測定の不確かさ」が定義され、測定の不確かさの表現のガイド（以下「GUM」とい

う。）がISO/IEC Guide 98-3:2008（JCGM 100）3として発行されている。測定結果の基準値

への適合性評価については、JCGMより、GUMの考え方を用いた判断の方法が、ISO/IEC 

Guide 98-4:2012(JCGM 106)4としてまとめられている。現時点では、国家計量標準及びトレ
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ーサビリティがあることを示すための校正において、上記GUMに従って導出された測定の

不確かさが校正証明書に併記されることが国内外で実施されている。放射線測定の分野に

おいては、国際規格としてISO 11929シリーズ5,6,7,8が定められ、測定の不確かさ及びそれに

関連する決定しきい値並びに検出限界及び包含区間の上下限という特性値が規定されてい

る。このうち、特にクリアランスの確認では、放射能濃度の測定値の基準値への適合性評価

に関連する特性値が包含区間の上限である。 

ある測定を通じて得られた評価値がyのとき、それがある確率密度関数に従うと仮定し、

その標準偏差（不確かさ）をu(y)とした場合、その時の測定を通じて得られた評価結果の上

限値（y▹）は定数k（確率密度関数が正規分布で片側に限界値がある区間の包含確率を95%と

仮定した場合はk=1.645）を用いて、 (1)式で表すことができる。 

 
⊳ = + × ( )        ------------------------------------------- (1) 

 

この包含区間の上限y▹が基準値を超えないことを確認することが、適合性の評価となる。

ドイツでは、放射線防護委員会がこの考え方に基づき、放射線防護分野における測定での適

合性評価を行うよう勧告している9。また、クリアランス制度への適用として、スウェーデ

ン核燃料・廃棄物管理会社（SKB）のマニュアル10、イギリスの原子力産業界の業界団体で

あるNuclear Instituteの発行するクリアランスに関するガイド11及びドイツの国家工業標準

（DIN）規格12において同様に、放射能濃度が基準値を超えないことの判断に不確かさの考

慮を求めている。このようにクリアランス制度が実際に運用され資材の再利用が進められ

ているヨーロッパにおいて、不確かさを用いた適合性評価の考え方の下でクリアランス制

度が運用されている事例を確認した。 

以上のように、その対象物を放射性廃棄物としての管理から外してよいかを判断するた

めに行う測定においては、計量・計測分野の標準的な手法を用いて基準値への適合性の判断

が行われていることを確認した。 

 

５．１．２ 不確かさの放射線測定における適用例 

 上記の考え方で不確かさが定義されていることを踏まえて、その具体的な適用例につい

ての評価をCZT検出器に対する波形処理法による改良を通じて行った。本内容については成

果発表リスト２．の発表及び３．に示す論文として公表されている。以下に成果発表リスト

３．の論文の概要を示す。 

CZT検出器は、放射線とCZT結晶内との相互作用位置により出力波形が変化する。したが

って波高値がそろわないために、この検出器のエネルギースペクトルの全エネルギー吸収

ピークは、低エネルギー側にテールを引く形状を示す。波高値を補正して、エネルギースペ

クトルを改善する手段として波形処理技術が用いられている13,14。本研究では、このような

波形処理技術の適用によるスペクトル形状の改善度合いを定量的に評価するために、ISO 
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11929に基づきピーク計数の検出限界計数を適用した。 

本研究ではCZT検出器として、5 mm × 5 mm × 5 mmのCZT結晶をBNCコネクタパッケージ

にマウントしたものを用いた。検出器への印加電圧を500 Vとし、137Cs（約1 MBq）線源を

検出器表面から約1 cm離して設置し、図 ５.１.１に示す測定体系により、前置増幅器の出力

波形を分解能12 bitの80 MHzサンプリングデジタイザで取得した。そのデジタル波形に対し

て図 ５.１.２に示す処理を行い、放射線の検出器結晶中での相互作用位置による波高の違

いを補正した。処理前の波形の例を図 ５.１.３に、Slow-to-fast ratioとTrapezoidal filterの処理

前後の波高値の関係を 

図 ５.１.４に示す。 

 

 

 

 

Figure 2 

 

 

図 ５.１.１ 測定体系 

（成果発表リスト３．に示す論文からの抜粋 (Fig. 2)） 

 

 
 

図 ５.１.２ 波形処理の流れ 

（成果発表リスト３．に示す論文からの抜粋(Fig. 3)） 
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図 ５.１.３ 実際に使用した波形の例(a) Slow-to-fast ratio を求めるのに使用した波形、(b) 

Trapezoidal filter を通した後の波形 

（成果発表リスト３．に示す論文からの抜粋(Fig. 4)） 
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図 ５.１.４ 波形処理前(a)、波形処理後(b)の Slow-to-fast ratio と波高のプロット 

（成果発表リスト３．に示す論文からの抜粋(Fig. 5)） 

 

0

100

200

300

400

500

600

700

800

0.9 0.95 1 1.05 1.1 1.15 1.2

Slow-to-fast ratio

Pu
ls

e
he

gh
t a

fte
r t

ra
pe

zo
id

al
 fi

lte
r (

ar
b.

 u
ni

t)

(a)

0

100

200

300

400

500

600

700

800

0.9 0.95 1 1.05 1.1 1.15 1.2

Slow-to-fast ratio

Pu
ls

e
he

gh
t a

fte
r t

ra
pe

zo
id

al
 fi

lte
r (

ar
b.

 u
ni

t)

(b)



7 
 

 

図 ５.１.４に示すとおり、本処理を通じて放射線の結晶中での相互作用位置による波高値

の違いが補正されている。このうち、低倍率のものを選択してエネルギースペクトルとし

てプロットし直すと図 ５.１.５のようになる。ここで、この改良の度合いを表現するため

に、まず図 ５.１.６のようにスペクトル上に計数領域を設定し、それらの計数領域の計数

からそれぞれのエネルギースペクトルにおける決定しきい値と、検出限界を求めた。その

結果、それぞれ決定しきい値は 57.74 カウントから 40.56 カウントに、検出限界は 118.18

カウントから 83.83 カウントに改善することを確認した。また、このような検出限界がネ

ット計数の関数となる場合、スペクトル形状を保ったまま全体の計数を減らしていったと

き、ネット計数 y と検出限界計数 y#とが同一になる計数がこの検出器の検出限界であると

考えられる。ネット計数及び検出限界は、計数 n1, ng 及び n2の比率を保ったまま増減させ

ると、図 ５.１.７のようになり、処理前の場合には検出限界が 13 カウントであるのに対

し、処理後には 6 カウントに改善することも確認した。このような特性値の改善は、測定

対象物の放射能が低い場合の信頼性確保に対して有効である。 

このように、ISO 11929 に規定された不確かさに関係する特性値である決定しきい値と

検出限界を用いることで、検出器の特性改善具合を定量的に表すことができることを確認

した。 

 

 

図 ５.１.５ 波形処理前(a)、波形処理後(b)のエネルギースペクトル 
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（成果発表リスト３．に示す論文からの抜粋(Fig. 6)） 

 

 

      

 
図 ５.１.６ 波形処理前(a)、波形処理後(b)のエネルギースペクトルの拡大図 

（成果発表リスト３．に示す論文からの抜粋(Fig. 7)） 
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図 ５.１.７ 波形処理前(a)、波形処理後(b)の測定体系としての検出限界の導出 

（成果発表リスト３．に示す論文からの抜粋(Fig. 8)） 
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５.２  測定対象物の情報抽出に関する検討 

クリアランスにおける測定対象物の放射能濃度の評価に当たっては、測定対象物を収納

容器に収納したまま、外部から放射線測定器で測定する方法が考えられる15。このような体

系において放射能濃度を評価するためには、測定対象物による自己遮蔽の影響を把握する

ことが重要であり、そのためには収納容器内における線減弱係数の分布（測定対象物の位置

及び材質）についての情報を得ることが必要である。また、測定対象物中の線源の位置が評

価結果に及ぼす影響を把握することも重要である。 

このような観点から、収納容器内の測定対象物の位置及び材質についての情報を得る手

法について検討した。その詳細を５.２.１に示す。さらに、その結果を踏まえて収納容器内

における測定対象物の位置と線源の位置が放射能の評価結果にどのように影響するか検討

した。その詳細を５.２.２に示す。なお、クリアランスの基準値は放射能濃度（Bq/kg）とし

て示されているが、ここでは放射能（Bq）の評価結果に着目し検討を行った。 

 

５.２.１ 測定対象物の位置及び材質についての情報を得る手法についての検討 

 収納容器に収納された測定対象物の位置及び材質についての情報を得る手法として、非

破壊検査等に用いられるX線CT技術に着目した。図 ５.２.１ (a)から(d)に示すとおり、ステ

ンレス容器内部に直径2 mmの銅、アルミニウム、鉄及びアクリルを挿入したものにX線を照

射し、得られた透過画像を再構成した結果（断層画像）から、それぞれの材質を確認できる

か実験した。X線発生器は管電圧30～150 kV、管電流0.5 mA、焦点サイズ 0.1 mmのものを

使用した。また、検出器はイメージングインテンシファイア（株式会社東芝製E5877CS-PIK）

を用いた。 
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(a) (b) 

  

(c) (d) 

図 ５.２.１ X 線 CT 実験 

（a:外観の写真、b:収納容器内部の写真、c:透過画像の一例、d:断層画像の一例） 

（成果発表リスト４．に示す発表資料からの抜粋） 
 

X線CTにおいてはX線の管電圧のほか、角度ステップ（収納容器を何度ごとに回転させて

透過画像を撮影するか）が重要なパラメータとなることから、管電圧を60 kV、100 kV及び

120 kV並びに角度ステップを3度、6度及び9度とした場合についてそれぞれ検討した。得ら

れた透過画像はFBP法（Filtered Back Projection）16で再構成し、断層画像を得た。 

一例として図 ５.２.２に管電圧及び角度ステップを変化させたときの断層画像を示す。

(a)のとおり管電圧を増大させた結果、アーチファクトが低減された。線減弱係数の小さいア

クリルに対してはエネルギーの低いX線を使用することが望ましいが、ステンレス製の収納

容器に収納されていること及び他の金属棒の位置も併せて特定する必要があることを踏ま

えると、本実験からX線の管電圧は100 kV以上とする必要があることが分かる。また、角度

ステップを変化させた結果、(b)のとおり6度、9度ごとではアーチファクトによりアクリル

の位置が不明確となった。 
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(a)管電圧を変化させたときの断層画像 

 
(b)角度ステップを変化させたときの断層画像 

図 ５.２.２ 管電圧及び角度ステップを変化させたときの断層画像 

（成果発表リスト４．に示す発表資料からの抜粋） 

 

得られた断層画像から各材質のCT値を計算した。その結果を図 ５.２.３に示す。各材質

のCT値を比較した結果、管電圧60 kVでは銅と鉄のCT値は同様であり、線減弱係数の大きい

物質（銅・鉄）と小さい物質（アルミニウム・アクリル）の区別のみが確認できた。これは、

60 kVではX線のエネルギーが低く、銅と鉄ではX線透過量に差がないためと考えられる。一

方、管電圧100 kVと120 kVでは銅と鉄の再構成値に差が見られた。このことから、どのよう

な材質の測定対象物が収納容器に収納されているかという事前情報をもとに、複数の管電

圧の像を比較することで収納容器内部の測定対象物の位置情報及びその材質を推定するこ

とが可能である。また、角度ステップにおける再構成値への依存性は見られなかった。なお、

図 ５.２.３の「air」は容器内のある任意の領域の空気の画素値から計算した。負の値となっ

たものについてはアーチファクトの影響と考えられる。 
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図 ５.２.３ CT 値の結果 

（成果発表リスト４．に示す発表資料からの抜粋） 

 

本実験より、FBP法による再構成では管電圧100 kV以上であれば物質の位置及び材質の区

別ができ、容器内の体系の把握が可能であることが分かった。また、複数の管電圧を使用す

ることにより、事前情報がある場合は物質の位置及びその材質の推定が可能であることが

確認できた。なお、本結果は対象物の材質及び性状に依存すると考えられるものの、あらか

じめ角度ステップ、管電圧といったパラメータを調整しつつX線CT及び上述のような検討

を行うことで、本実験とは異なる材質及び性状であっても適用は可能であると考えられる。 

 

５.２.２ 収納容器中の対象物及び線源の位置と放射能の評価結果の関係についての検討 

 測定対象物を収納した収納容器を回転させつつ、外部からの放射線測定器により測定し

て放射能濃度を評価する場合、カウント（s-1）から放射能（Bq）への換算が重要である。従

来のクリアランスにおいては、「測定対象物は密度均一であり、放射能はその中心部分に点

線源として存在している」と想定し、計算から換算係数を設定する手法が採られた実績があ

る17（以下本換算係数を「密度均一換算係数」という）。密度均一換算係数は簡易的に値を

定められ、かつ保守的な結果が得られるというメリットがあるが、測定対象物が金属のみと

いった単一の材質で構成されることを前提に用いられてきた。密度均一換算係数がこの前

提とは異なる金属・プラスチック混合物に対しても適用可能か否か確認することが重要で

ある。 

 ５.２.１より、収納容器内部にどのような物質が含まれるかという事前情報をもとに、X

線CTにより物質の位置及び種類を推定できることが明らかになった。この結果を踏まえて、

金属・プラスチック混合物であるケーブルを例に、金属製の収納容器にケーブルが収納され

た場合を想定し、密度均一換算係数により放射能を評価した。 

 まず、図 ５.２.４に示すとおり市販の2軸ケーブル（住電日立ケーブル株式会社製600 V架
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橋ポリエチレン絶縁ビニルシースケーブル、直径1.35 cm、5.5 sq）を収納容器（直径28.6 cm、

高さ36.1 cm、肉厚0.04 cm、材質：鉄の20リットルペール缶）に164本収納した。このとき、

ケーブルによる遮蔽の影響が最も強くなる領域と最も弱くなる領域が混在する条件で試験

を実施するために、(b)に示すとおり収納容器の半分にケーブルが収納された状態とした。

線源は1 MBqの137Csとし、662 keVのγ線の全吸収ピークを収納容器壁面から80 cmの位置に

設置した3 inchのNaI(Tl)シンチレーション検出器により測定した。収納容器の回転を模擬す

るため、検出器は収納容器に対して30度ごとに設置、測定した。 

 

 

 
(a) ケーブルの写真 (b) 収納容器と線源の写真 

 

(c) 試験の外観写真 

図 ５.２.４ ケーブルを収納した収納容器の放射線計測試験 

（成果発表リスト５．に示す発表資料からの抜粋） 

 

 また、上述の実験体系をモンテカルロ計算コードPHITS18において再現した。ただし、ケ

ーブルの本数は上述の実験では164本であったが、PHITSにおいては188本と異なっている。

これは、実験では手作業でケーブルを収納したこと、PHITSでは六方最密充填でケーブルを

収納する体系としたことによるものである。PHITSによる計算では、収納容器の回転を模擬

するために検出器を収納容器に対して10度ごとに設置するとともに、図 ５.２.５に示すと

おり、【ケース１】（実験を模擬した体系）に加えて、ランダムに位置を決定した【ケース

２】及び可能な限り均質な体系となるようにケーブルを収納した【ケース３】の三通りを設

定した。さらに、線源の位置の違いによる影響を検討するため、ケース１では収納容器の中

心から外側に向けてA、B、C、D、E、B’、C’、D’及びE’の九通りの線源の位置を設定した。
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また、ケース２及びケース３についても同様に線源の位置をA、B、C、D及びEの五通りを

それぞれ設定した。なお、ケース１、２及び３は全てケーブルの本数は188本である。その

ため、収納容器のかさ密度はケース１、２及び３とも一意の値である。 

 密度均一換算係数については、図 ５.２.５の条件をもとに188本のケーブルの質量を20リ

ットルペール缶の体積で除したかさ密度で構成される密度均一の円柱を想定し、その中心

部分に単位線源（137Cs）がある場合のNaI(Tl)シンチレーション検出器における662 keVの全

吸収ピークカウント率をPHITSにより計算した。なお、密度均一換算係数の計算における円

柱と検出器の位置関係については実験と同様のものである。 

 

図 ５.２.５ PHITSにおけるケーブルの収納体系及び線源の位置 

（成果発表リスト５．に示す発表資料からの抜粋） 

 
 まず、実験と PHITS による計算の結果を比較したグラフを図 ５.２.６に示す。グラフは

縦軸に全吸収ピークカウント率（s-1）を、横軸に収納容器に対する検出器の角度をとったも

のである。空気の領域（0 度から 90 度の範囲）では実験結果と計算結果は一致した。また、

ケーブルの領域（100 度から 180 度の範囲）においても両者はおおよそ一致したものの、計

算結果では角度が大きくなるほど全吸収ピークカウント率が低下した。これは、計算では六

方最密充填でケーブルを収納したことに伴い、角度が 180 度に近づくにつれて線源-検出器

間でのケーブルの本数が増大したことによるものである。 
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図 ５.２.６ 実験結果と PHITS 計算結果の比較 

（成果発表リスト５．に示す発表資料から一部編集） 

 

 次に、PHITSによる計算から得られた結果について、全吸収ピークカウント率の周方向の

平均値をとり、密度均一換算係数を乗じることで放射能（Bq）とした。その結果を図 ５.２.

７に示す。グラフ中のエラーバーは放射能の不確かさ（2σ相当）を示している。同じかさ密

度及び密度均一換算係数であっても、放射能の評価結果にはばらつきが見られた。特にケー

ス１のB、C及びDといったケーブルの遮蔽の影響が強い領域に線源がある場合、放射能は過

小評価されることが明らかになった。このことから、放射能の評価結果は線源の位置の違い

のみならず、ケーブルの位置についても影響を受けていることが分かる。よって、クリアラ

ンスの評価においてはこのような収納容器内部の測定対象物の位置についての情報を取得

することが重要である。 

 

 

図 ５.２.７ 各ケーブルの配置・線源の位置における放射能の評価結果 

（成果発表リスト５．に示す発表資料からの抜粋） 

 

 また、実験に使用したケーブル及びペール缶をX線CT撮影し、再構成した結果を図 ５.２.
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８に示す。図 ５.２.８では、X線CT撮影及び再構成に当たって株式会社東芝製の産業用CT

スキャナTOSCANER-24500twinを使用した。本装置はX線発生器、測定ステージ、検出器及

び再構成用の計算機が一体となっており、X線管電圧450 kV、管電流3.3 mA、焦点サイズ 0.4

又は1.0 mm（可変）である。また、検出器はLDA検出器（Line Detector Array：線状検出器）

である。図 ５.２.８のとおり、ケーブルの芯線及び絶縁材を区別することが可能である。こ

のことから、あらかじめ図 ５.２.７のようなケーブルの位置及び線源の分布の違いによる

放射能の評価結果の変動を把握した上で、測定対象物を収納した収納容器をX線CT撮影し、

断層画像から収納容器内部の様子を把握すれば、「ケース１のような収納状態の対象物は測

定対象から除外する又は詰替えを行う」といった対処を採ることで過小評価を避けること

が可能であると考えられる。 

 

 

図 ５.２.８ ケーブルと収納容器の X 線 CT による断層画像及び 3D 再構成結果 

 

６ おわりに 

金属・プラスチックが混合した資材がクリアランス対象となることを念頭に、放射能濃度

の測定値が、十分な信頼性を確保されて算出されていることを確認するための解析手法の

考案と知見の蓄積を目的として、令和元年５月１日から令和３年３月３１日にかけて、原子

力規制庁及び東京都市大学とで共同研究（「低濃度放射能測定の信頼性確保に関する研究」）

を実施した。 

低濃度放射能濃度測定における測定の不確かさの導出に関する検討については、測定結

果が基準値を下回ることの確認において、不確かさをどのように扱うかについての既往文

献及び海外事例を調査し、クリアランスの確認への適用について取りまとめた。また、放射

能濃度の評価値の信頼性を確認するための手法に関連して、放射線検出器の応答の改善が

評価値の信頼性にどのように影響するかを、計量・計測分野で使われている測定の不確かさ

に関連する検出限界値で評価できることを、CZT検出器の特性の波形処理技術適用による改

良を通じて実験的に確認した。 

測定対象物の情報抽出に関する検討については、X線CTにより収納容器内に収納された測

定対象物の位置及び材質についての情報を取得する具体的な方法及び条件を実験から明ら

かにした。また、放射線計測試験及びモンテカルロ計算からケーブルを収納容器に入れ外部
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から放射線を測定し放射能を評価する体系において、ケーブルの位置が放射能の評価結果

に及ぼす影響について検討した。これらの結果から、ケーブルをクリアランス対象物とする

場合に過小評価を避けるために必要な手法を検討した。 

 今後は、X線CTによる測定対象物の情報抽出の手法としてFBP法以外の再構成手法につい

ても検討し、再構成手法の違いによって測定対象物の情報抽出に違いがみられるか確認す

る。また、今回は測定対象物をケーブルに絞って検討したが、金属・プラスチックから構成

されるクリアランスの対象物として電気盤も挙げられていることから、電気盤を測定する

場合の留意事項についても今後検討を進める。 
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